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●代理店、または保険会社から、「重要事項説明書（契約概要・注意喚起情報）」という書類が
渡されます。
●「重要事項説明書（契約概要・注意喚起情報）」では、「重要事項」を以下のとおり分類して記
載しています。

保険種類ごとの重要事項に関するポイントを４ページから１５ページにまとめてありますので、
代理店または保険会社からの説明を受ける際、確認事項の参考としてください。

保険商品の内容をご理解いただくための事項
（商品の仕組み、補償の内容など）

ご契約に際して契約者にとって不利益になる事項等、特にご注意いた
だきたい事項
（告知義務の内容など）

領収証・保険証券を確認しましょう。5

●現金で保険料の払い込みを行った場合、代理店または保険会社から所定の領収証が発行されます
（クレジットカード払いや口座振替などの払い込みの場合は、領収証は発行されません。）。

●保険契約の申込み後、保険会社から契約者に保険証券が送付されますので、契約内容（補償内容や保険
料など）を今一度ご確認ください。契約後、１ヶ月程度経過しても保険証券が届かない場合は、保険会社
に直接お問い合わせください。
●その他不明な点や不審な点がある場合、保険会社に直接お問い合わせください。　

※保険会社では、募集人の名刺等の裏面に保険料を領収した旨を記載することや、市販・私製の領収証の発行は認めていません。保険
会社の所定の領収証であるかをご確認ください。また、現金で保険料の払い込みを行ったにもかかわらず、領収証が発行されない場合
は、保険会社に確認してください。

・保険料の払込方法は、契約と同時にその全額を支払う「一括払い」以外に、「分割払い（年払
い、月払い等）」があります。分割払いの場合は、毎回の払込期日までに保険料を払い込みく
ださい。保険料の払い込みがない場合、事故が発生しても、保険金は支払われません。また、
ご契約が解除される場合があります。
・保険料は、代理店または保険会社に直接現金で払い込むほか、最近では、お客様にとって利
便性の高い、口座振替、クレジットカード払いやコンビニ払いといった払込方法が推奨されて
います。

●補償が開始される日は、契約の手続きをした日ではなく、契約を結んだ際に保険会社に提出した申込書
記載の契約期間の開始日となります。
●保険料が払い込まれていない場合、申込書記載の契約期間の開始日以降に事故が発生しても保険金は
支払われません。ただし、口座振替やクレジットカードによる保険料の払い込みなどの契約では、別途、
払込期日が設けられており、上記とは異なることがあります。

保険料を払い込みましょう。

保険料の払込方法
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契約者とその家族について
は、契約の車に乗車中の方
が自動車事故によって死傷
した場合だけでなく、歩行中
や他の車に乗車中の自動
車事故によって死傷した場
合も補償されるのが一般的。

抑えられますが、

●お車を主に使用される方とその家族については、上記の
補償に加えて歩行中や他の車に乗車中の自動車事故
で死傷した場合でも補償されるのが一般的です。

●自動車事故によって契約の車に乗車中の方が死傷した
場合に、加害者から賠償を受けられない分も含めた損害
額が補償されます。ただし、保険会社所定の基準で計算
した額が契約金額の範囲で支払われます。
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自動車保険は、契約条件によって保険料を抑えられる場合が
ありますが、補償範囲が限定されるため、契約にあたっては
十分確認する必要があります。

運転者を記名被保険者本人とその配偶者に限定したり、記名被保険者とその家族に限定したりするな
ど、運転者の範囲に条件を設定することにより保険料を抑えることができます。ただし、これにより
補償範囲が限定されるため、設定条件として適切かを十分確認する必要があります。

例えば、30歳以上の方が運転される間の事故に限り補償の対象とするなど、運転者の年齢に条件を
設定することにより保険料を抑えることができます。ただし、これにより補償範囲が限定されるため、
設定条件として適切かを十分確認する必要があります。

　自動車保険で運転者の範囲を家族に限定
した場合、一般的に家族の範囲は、下記の
「ひとくちメモ」のとおりです。記名被保険者

またはその配偶者の子供が結婚して別の場所に住んでい
るときは、その子供が運転して起こした事故については補
償されません。よって、運転者の範囲の設定には注意が必
要です。

　契約している保険会社を保険期間の途中で変更
する場合、前の契約の等級を新たな契約に継承で
きるケースがありますが、等級を継承するためには、

前の契約の解約日と新たな契約の始期日を同日にする必要が
あります。
解約日と始期日が一致しない場合、等級を継承できないことが
あるので、注意が必要です。

契約している保険会社を保険期間の途中
で変更する場合に注意しなければならな
いことは何ですか？

自動車保険には等級による割増・割引制度があります。
■事故有係数適用期間の計算方法（１年契約の場合）

■適用例

事故有係数
適用期間
（上限：６年）

無事故の
割増引率

前契約の
事故有係数
適用期間

等級のダウン数
に応じた年数
例）３等級下がる
場合は「３年」

１年

※カッコ内の計算がマイナスの場合は「０年」として計算する

※【　】内の年数は
「事故有係数適用期間」

＝ － ＋

１８等級
【０年】

１８等級
【０年】

事故有の
割増引率

１5等級
【3年】

１6等級
【2年】

１7等級
【1年】

１年目 2年目 3年目 4年目 5年目

▶▶

事故有係数
適用期間

前契約の事故有
係数適用期間

カッコ内の計算が「－１年」になるので「０年」

等級のダウン数
に応じた年数

３年 0年 1年 3年＝ － ＋

事故事故

●自動車保険には、事故の内容・回数に応じてお客様ごと
に決定する等級（１等級～２０等級）によって保険料が
割増引される制度があります（この制度をノンフリート
等級別料率制度といいます。）。

●初めて自動車保険を契約すると原則として6等級からス
タートし、事故がなければ１年につき1等級上がり、逆に
保険金を受け取る事故を起こすと、原則として事故１件
につき３等級（事故の内容によっては１等級）下がります。

●また、事故を起こしたお客様は原則として事故1件に
つき3年間（事故の内容によっては1年間）、事故有の
割増引率が適用されます（この期間を事故有係数適用
期間といいます）。この結果として、同じ等級であって
も、事故を起こしたお客様は、事故を起こしていないお
客様と比較して保険料が高く設定されます。

●事故有係数適用期間の計算方法と適用例は右図を参
照ください。
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1981年6月以降に新築された建物である場合
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自転車事故に備える
自転車事故ではご自身がケガを負うリスクに加え、相手
にケガを負わせ、損害賠償責任を負うリスクがあります。
特に損害賠償責任を補償する保険に加入していない場
合には、高額な賠償額を自己負担しなければならない可
能性があります。 
自転車事故による損害賠償責任には、ケガを補償する
傷害保険に個人賠償責任特約　 をセットすることや、自
動車保険・火災保険に個人賠償責任特約　をセットす
ることで備えることができます。
なお、ご本人やご家族が既に加入している保険に個人
賠償責任特約　 をセットしている場合、補償が重複する
可能性があります。ご契約の際は既に加入していない
か、ご自身の契約内容をお手持ちの保険証券でご確認
ください。
（※）特約の名称は保険会社ごとに異なる場合があるほか、

保険会社によっては取扱っていない場合があります。 
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自己負担額が一定額を超える場合、立て替え払いを求められるケースが
ありますが、事前に所定の手続きを行えば、窓口で立て替え払いをする
必要はありません。
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